
＜市町村合併の進展状況＞

市町村合併の進展により、平成１７年度末には市町村国保の保険者数は１８００余り
となる見込みである。全体として合併が進展したが、その進展状況は地域によって格
差がある。

（注）申請済みベースでの合併状況（出典：平成１７年４月１４日付け総務省報道資料「合併特例法（旧法）による合併の状況」）

括弧内は、被保険者数３千人未満の保険者数。（平成１６年度末及び平成１７年度末の数値は、平成１５年度末の確定値を基に推計）

北海道 212 (107) 208 (99) 180 (74) 滋賀県 50 (19) 33 (7) 26 (5)
青森県 67 (21) 48 (9) 40 (6) 京都府 44 (15) 39 (11) 28 (4)
岩手県 59 (16) 58 (14) 35 (3) 大阪府 44 (2) 43 (2) 43 (2)
宮城県 71 (13) 69 (12) 36 (2) 兵庫県 91 (27) 77 (19) 41 (0)
秋田県 69 (30) 42 (14) 25 (6) 奈良県 47 (20) 46 (19) 39 (13)
山形県 44 (10) 44 (9) 35 (5) 和歌山県 50 (16) 49 (15) 30 (6)
福島県 90 (39) 85 (31) 61 (18) 鳥取県 39 (26) 20 (4) 19 (4)
茨城県 85 (6) 62 (0) 44 (0) 島根県 59 (43) 29 (16) 21 (6)
栃木県 49 (4) 44 (4) 33 (1) 岡山県 78 (47) 34 (8) 29 (5)
群馬県 70 (16) 58 (13) 39 (6) 広島県 86 (49) 29 (1) 23 (0)
埼玉県 92 (12) 89 (9) 71 (1) 山口県 56 (26) 33 (10) 22 (5)
千葉県 80 (7) 77 (6) 56 (2) 徳島県 50 (32) 38 (18) 24 (4)
東京都 40 (8) 39 (8) 39 (8) 香川県 43 (13) 35 (10) 18 (1)
神奈川県 37 (1) 37 (1) 35 (1) 愛媛県 70 (33) 27 (5) 20 (1)
新潟県 112 (50) 65 (20) 35 (6) 高知県 53 (34) 48 (27) 35 (13)
富山県 35 (12) 27 (6) 15 (1) 福岡県 97 (18) 85 (15) 69 (9)
石川県 41 (15) 22 (1) 19 (1) 佐賀県 49 (15) 35 (8) 23 (2)
福井県 35 (17) 28 (8) 17 (1) 長崎県 79 (31) 51 (14) 23 (3)
山梨県 64 (34) 38 (15) 29 (8) 熊本県 94 (42) 68 (21) 48 (11)
長野県 120 (69) 111 (58) 81 (35) 大分県 58 (30) 28 (6) 18 (1)
岐阜県 99 (52) 47 (8) 42 (5) 宮崎県 44 (15) 44 (15) 31 (8)
静岡県 74 (8) 68 (6) 42 (1) 鹿児島県 96 (34) 78 (17) 49 (4)
愛知県 88 (15) 87 (15) 64 (6) 沖縄県 53 (18) 52 (17) 41 (14)
三重県 69 (24) 47 (8) 29 (2) 計 3,232 (1119) 2,521 (659) 1,822 (320)
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保険財政共同安定化事業（仮称）保険財政共同安定化事業（仮称）

○ 市町村国保の安定的な財政運営を図るため、１件当たり例えば３０万円以上の医療費に係る給付費すべ
てについて、各市町村国保からの納付金を財源として、都道府県単位で費用負担を調整。

○ 財政的な影響の大きい１件当たり医療費が高額なもの（例えば７０万円以上）については、公費を投入。
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事業規模：約１兆２０００億円（30万円超の場合）
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